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１ 目的 

兵庫県では、平成 16 年 10 月から「環境の保全と創造に関する条例」（以下「条例」とい

う。」により阪神東南部地域（神戸市灘区、東灘区、尼崎市、西宮市（北部地域を除く）、

芦屋市及び伊丹市。以下「条例規制地域」という。）においてディーゼル自動車等の運行規

制を行ってきた。 

本調査では、車両総重量別自動車保有台数の把握、窒素酸化物及び粒子状物質の排出量

の算定、大気環境濃度再現モデルの作成及び将来環境濃度予測を実施し、条例に基づくデ

ィーゼル自動車等運行規制のあり方を検討する。 

 

２ 調査内容 

調査は、図 2.1 に示す手順で実施する。 

 

(1)車両総重量別自動車保有台数の把握

将来環境濃度の予測・まとめ

（5)条例に基づくディーゼル自動車等運行規制のあり方
の検討に係る資料作成

(2)現状発生源別排出量の検討（平成21年度）

将来発生源別排出量の設定

(3)大気環境濃度現況再現モデルの作成

(4)将来環境濃度予測ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ（平成24年度、27年度）

 

図 2.1 調査の流れ 

 

（１）車両総重量別自動車保有台数の把握 

現時点で入手している兵庫県の平成 22 年 3 月末現在の「自動車保有車両数データ」（財

団法人自動車検査登録情報協会）を基礎資料として、車両総重量別に自動車保有台数を

まとめる。 

ここで、「自動車保有車両数データ」は、兵庫県における自動車 NOx・PM 法対策地域（以

下「法対策地域」という。）、法対策地域外、車種別、燃料種類別（ガソリン、軽油、LPG、

その他）、車両総重量区分別（1.7t 以下、1.7～2.5t、2.5～3.5t、3.5～5.0t、5.0～8.0t、

8.0～12.0t、12t 超）排出ガス規制年別、初度登録年別の区分で把握する。 
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（２）現状発生源別排出量の検討 

大気環境濃度予測シミュレーションを行うにあたり、大気汚染物質を排出する発生源

の排出量をまとめる。 

① 対象年度 

現状基準年度は、平成 21 年度とする。 

② 調査対象地域 

対象地域は法対策地域（稲美町は含む）及び大阪府とする。 

③ 対象発生源 

対象発生源は、工場・事業場、自動車、船舶、一般家庭、群小（業務系）、航空機、

建設機械等、炭化水素類発生施設とする。各発生源の排出量は、兵庫県外も含めて「平

成 18 年度窒素酸化物及び粒子状物質の環境濃度予測調査報告書」（環境省）等を参考

として設定する。 

⑤ 排出量算定物質 

大気環境濃度を予測するにあたって排出量を算定する物質は、NOx、粒子状物質

（PM）・ばいじん、凝縮性ダスト、硫黄酸化物（SOx）、塩化水素（HCl）、VOC（HC）と

する。 

（３）大気環境濃度現況再現モデルの作成 

大気環境濃度現況再現モデルは、「窒素酸化物総量規制マニュアル（新版）」（公害研究

対策センタ－）及び「浮遊粒子状物質汚染予測マニュアル」（浮遊粒子状物質対策検討会）

に示される手法により作成する。 

① 大気環境濃度予測項目 

大気環境濃度予測項目は、窒素酸化物関連が、窒素酸化物（NOx）年平均値、二酸化

窒素（NO2）年平均値及び NO2 日平均値の年間 98％値、浮遊粒子状物質関連が、浮遊粒

子状物質（SPM）年平均値及び SPM 日平均値の年間 2％除外値とする。 

② 気象項目 

大気環境濃度を予測するにあたって、気象モデルに使用する項目は、風向、風速、

日射量、放射収支量、気温、湿度とする。 

③ 大気環境濃度予測評価地点 

大気環境濃度の予測評価地点は、大気汚染常時監視測定局（一般環境測定局（以下

「一般局」という。）、自動車排出ガス測定局（以下「自排局」という。）、国土交通省

観測局）とする。 
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（４）将来環境濃度予測シミュレーション 

作成した大気環境濃度現況再現モデルを用いて、条例の条件を変更した場合の将来年

度（平成 24 年度、27 年度）の自動車排出量及び大気環境濃度予測を実施し、今後の条

例の検討資料を作成する。 

①条例廃止ケース 

条例を撤廃した場合の排出量及び大気環境濃度を予測する。 

②条例継続ケース 

条例が平成 27 年度まで継続して実施される場合の排出量及び濃度予測を行う。 

③条例規制条件変更ケース 

①及び②の結果を踏まえ、条例規制地域あるいは条例の条件（対象車両総重量区分の

緩和など）を検討し、排出量及び大気環境濃度を予測する。 

（５）条例に基づくディーゼル自動車等運行規制のあり方の検討に係る資料作成 

(4)将来環境濃度予測シミュレーションの結果を用いて、条例に基づくディーゼル自動

車等運行規制のあり方の検討に係る資料を作成する。 
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３ 大気環境濃度現況再現モデル 

大気環境濃度現況再現モデルは、主に①発生源モデル、②気象モデル、③拡散モデル、

④NO2 濃度予測式及び二次生成モデルで構成されており、各モデルの作成の流れを図 3.1

に示す。 

 

× ○
二次生成粒子推計モデル
自然界起源寄与割合
水分影響の補正

× ○

環境濃度実測地点

気象モデル

異常年検定
⑤建設機械類、⑥その他

拡散式

自動車以外発生源の排出量

有効煙突高モデル

におけるNOx実測濃度

発生源別、
期別・時間帯別排出量

拡散パラメータ 気象ブロック別

環境濃度実測地点における
NOx濃度予測

自動車発生源排出量

NOx予測濃度整合性の評価

環境濃度実測地点別
発生源別のNOx,SPM寄与濃度・寄与率

SPM予測濃度整合性の評価

環境濃度実測地点における
SPM濃度予測

環境濃度実測地点に
おけるSPM実測濃度

環境濃度実測地点別
NO2年平均値、NO298％値、SPM2%除外値

NOx年平均値、NO2年平均値、

NO298%値及びSPM年平均値、SPM2%

除外値より統計モデル作成

①工場・事業場
②船舶

③一般家庭、群小（業務系）

④航空機

大気常時監視測定局
における環境濃度
測定結果及び

気象観測結果

交通量調査結果

自動車排出係数

発生源データの作成

（道路交通ｾﾝｻｽ、
環境省調査等）及び

道路ネットワーク

自動車保有台数,ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ
調査結果(環境省等)

排出係数原単位
（環境省）

 

図 3.1 大気環境濃度現況再現モデル作成の流れ 
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（１）発生源モデル 

 工場・事業場、自動車等の発生源の排出量、位置、時間変動、排出高さ等の大気汚染

物質の排出状況をデータ化し、発生源ごとの排出の形態から点源、線源、面源という形

態に分類する。なお、ここで用いる期・時間帯区分(表 3.3)は、以下の各モデルで共通

に用いる。 

 

表 3.1 対象発生源と対象物質の関係 

発生源 SOx NOx 
PM・ 

ばいじん 
HCl 

タイヤ

粉じん 

VOC 

(HC) 

工場・事業場 ○ ○ ○ ○  ○ 

自動車 ○ ○ ○  ○ ○ 

船舶 ○ ○ ○    

一般家庭 ○ ○ ○    

群小（業務系） ○ ○ ○    

航空機 ○ ○ ○    

建設機械等 ○ ○ ○   ○ 

炭化水素類発生施設      ○ 

[凡例]○が排出量算定発生源及び項目 

 

表 3.2 発生源別のモデル形態 

気象
モデル
上層
中層
下層

線源
面源
点源
面源

一般家庭 面源 下層
群小（業務系） 面源 下層

点源 上層
面源 下層

建設機械等 面源 下層
炭化水素類発生施設 面源 下層

航空機
上昇・進入時（仮想点源：高度1000m程度まで）

アイドリング時及び滑走路上

リンク別排出量を推計した幹線道路

船舶 海上
停泊時船舶

メッシュ別排出量を推計した航行時船舶

メッシュ別排出量を推計した細街路
自動車

メッシュ別排出量を推計した炭化水素類発生施設

メッシュ別排出量を推計した一般家庭
メッシュ別排出量を推計した群小

メッシュ別排出量を推計した建設機械類

発生源の形態 備考

工場・事業場
実高50m未満の煙突

点源
実高100m以上の煙突
実高50m～100mの煙突

地上

 

 

表 3.3 期・時間帯区分 

時 間 帯 区 分 
期区分 

朝 昼 夜 深夜 

春( 3～5 月) 7～11 時 12～17 時 18～22 時 23～6 時 

夏( 6～8 月) 6～11 時 12～18 時 19～22 時 23～5 時 

秋(9～11 月) 7～11 時 12～17 時 18～22 時 23～6 時 

冬(12～2 月) 8～11 時 12～16 時 17～22 時 23～7 時 

注）7 時とは 6:00～7:00 を指す。 
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（２）気象モデル 

 年平均値予測シミュレーションモデルは、基準年度の発生源条件、気象と環境濃度の

条件が入力されるものであるから、基準年度の気象が平年と比べて特異な条件となって

いないことを確認する。 

 気象は、場所が異なれば風向風速も異なってくるが、年平均値予測シミュレーション

モデルでは、風向風速が類似している地域を一つの風系ブロックとして分割して取り扱

い、当該ブロックに位置する測定局でそのブロックの気象を代表させる手法をとる。 

（３）有効煙突高モデル 

 拡散式には、発生源の高さが変数として含まれている。この高さは、煙突実高ではな

い。排出口から排出されたガスは、排ガスが持っている吐出速度と熱量による浮力によ

ってある高さまで上昇を続けるが、次第に周辺の空気と混合し、上昇力を弱め、ある高

さに到達する。その高さ（排ガス上昇分という）が変数である。 

 点源については、排ガス量と排ガス温度によって排ガス上昇分を計算する。線源と面

源については、決まった高さがないが、既存事例をもとに許容される範囲内で設定を行

う。 

（４）拡散計算モデル 

 拡散計算は、発生源の形態に応じて、点源、線源、面源のそれぞれについて適用され

る。点源や面源は、プルーム・パフ式を基本とする式を使用する。線源の場合は、道路

から 200m 以内の距離であれば、JEA 式と呼ばれる拡散式が使用されるが、200m を超える

とプルーム･パフ式を基本とする式を使用する。JEA 式は、自動車排出ガス測定局や道路

近傍の計算点の濃度に配慮したモデルであり、環境庁が開発したモデルである。 

 拡散計算では、煙の広がりを表現する拡散パラメータと呼ばれるパラメータが使用さ

れる。このパラメータは、大気の不安定、中立、安定な状態に応じて、算定されるが、

モデルの再現性に影響を与える重要な要素である。 

（５）NOx 濃度予測モデルの整合性 

 以上のモデルにより、NOx 濃度を計算し、拡散パラメータを調整して実測値との整合

性を確認する。モデルの整合性は「窒素酸化物総量規制マニュアル（新版）」の判定基準

を用いる(詳細は「3.6 大気濃度予測モデルの整合性」参照)。整合性が確認されたなら

ば、NOx 濃度予測モデルは年平均値濃度を推計するに十分な精度を有すると判断する。

この段階で、整合性が確認されると、次の SPM 濃度予測モデルの構築に進む。 
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（６）SPM 濃度予測モデルの整合性 

 SPM 濃度予測モデルは、NOx 濃度予測モデルで整合性が確認された発生源モデル、気象

モデル、有効煙突高モデル及び拡散計算モデルに、二次生成粒子推計モデルが組み入れ

られたモデルである。 

 本調査では、二次生成粒子推計モデルとして｢実測値外挿モデル｣を用いる。前回(平成

19、20 年度調査)では、①解析型モデル(疑似１次指数式を拡散モデルに組み込んで推計

する方法)及び②統計型モデル(統計的な手法による推計方法。重回帰モデルを含む)を用

いた。ただし、現在ではモデルに用いるデータが最新ではないため、今回の手法を採用

した。 

 モデルの整合性は、NOx 濃度予測モデルの整合性と同じ判定基準を用いる。 

（７）統計モデル（NO2 日平均値の年間 98%値、SPM 日平均値の年間 2％除外値の算定） 

 環境基準は NO2 日平均値で定められているが、その評価は年間 98%値によっているため、

NOx 濃度予測モデルで予測された NOx 年平均値濃度から NO2 年平均値濃度へ変換し、さら

に 98%値へ変換を行う。 

 また、SPM 環境基準の長期的評価は SPM 日平均値の年間 2％除外値によっているため、

濃度予測モデルで予測された年平均値濃度から日平均値の年間 2％除外値に変換を行う。 
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３.１ 自動車発生源 

自動車発生源からの排出量算定の概要を図 3.2 に示す。 

 

排出ガス規制区分別構成率

自動車輸送統計年報

将来走行量予測結果

新車販売動向（自販連）、条例等

H21交通量調査結果

（環境省、自治体）

車種別車齢別等走行係数

ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ調査結果（環境省等）

調査区間別走行量(台km)

区間別旅行速度(km/h)

冷機時排出係数(JCAP等)

地域別保有台数（自動車検査登録情報協会）

車種別排出係数(g/km)

H17年度道路交通ｾﾝｻｽ混雑時旅行速度等

調査区間別排出量(g)
（暖機時分）

地域別排出量
（冷機時分）

H17年度に対する予測年度伸び率

車種別排出係数算出式

調査区間別交通量(台)

始動回数（自動車輸送統計年報）

新車販売動向（自販連）

（国土交通省）

等価慣性重量(t)

（国土交通省）

平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ

交通量調査（国土交通省）

排出係数原単位算出式（環境省等）

区間長
(km)

新車伸び率、残存率、車種規制の代替

自動車保有台数（自動車検査登録情報協会）

 

図 3.2 自動車排出量算定の流れ 

 

3.1.1 暖機時分排出量 

（１）自動車走行量（平成 21 年度） 

自動車の走行量は幹線道路と細街路に区分して設定する。 

ア 幹線道路 

幹線道路走行量の算定の流れ（平成 21 年度）を図 3.3 に示す。 
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統計年報(国土交通省)

平成17年度自動車輸送

平成17、21年度交通量
調査結果（環境省、自治体）

H21/H17伸び率

(車種別伸び率）

平成21年度の8車種別交通量

＆道路ネットワーク

H17～H21までの新設道路及びネットワーク

平成17年度交通量

平成17年度の8車種別交通量

＆道路ネットワーク

平成9年度交通量

8車種別構成率

8車種別構成率(補正)

（平成17年度道路交通センサス
一般交通量調査結果

(国土交通省)の4車種交通量)

（平成9年度道路交通センサス
一般交通量調査結果

(国土交通省)の8車種交通量)

デジタル
道路地図

 

図 3.3 幹線道路走行量算定の流れ（平成 21 年度） 

 

① 交通量 

基準となる交通量は、平成 17 年度道路交通センサス一般交通量調査（国土交通省）

の基礎資料とし、交通量調査結果（自動車環境影響総合調査、各都府県調査等）、自

動車輸送統計年報（国土交通省）を用いて平成 21 年度交通量に補正する。 

平成 17 年度交通量を補正するのに用いる資料一覧を表 3.4 に示す。 

 

表 3.4 幹線道路交通量設定資料（平成 21 年度） 

項目 道路種類 内容 適用方法 資料名

A
平成17年度

車種別時間別交通量
－

B
平成9年度

車種別時間別交通量
Aを4車種→8車種

C 高速道路等
平成17年度、

平成21年度日交通量

右の資料よりAに該当するセンサ
ス区間毎にH21/H17伸び率を

Aに乗じてH17→H21交通量に補正

高速道路統計年報
（高速道路調査会）
交通量統計解析報告書
（阪神高速道路）

D
平成21年度

車種別時間別交通量
Aの当該地点の交通量を入替

自動車環境影響総合調査
（環境省）

E
平成21年度/平成17年度
車種別走行量伸び率

C、Dに該当しない区間はH21/H17
伸び率(表3.5)をAに

乗じてH17→H21交通量に補正

自動車輸送統計年報
（国土交通省）

幹線道路
道路交通センサス
一般交通量調査
（国土交通省）

高速道路等
以外

 

注 1)高速道路等とは「高速道路統計年報」に記載のある高速自動車国道、都市高速道路、自動車専用道路を示す。 

注 2)高速道路等以外とは、高速道路等(注 1)を除いた幹線道路を示す。 

 

表 3.5 幹線道路交通量車種別伸び率（平成 21 年度／平成 17 年度） 

（自動車輸送統計年報より算定） 

軽
乗用車

乗用車 バス
軽
貨物車

小型
貨物車

貨客車
普通
貨物車

特種車

1.379 0.944 0.985 1.034 0.808 0.808 0.911 1.000  
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② 道路ネットワーク 

基準となる道路ネットワークは、平成 17 年度道路交通センサス一般交通量調査

（国土交通省）の基礎資料とし、発生源モデルを作成する道路ネットワーク（座標）

は、平成 22 年秋版のデジタル道路地図を用いる。 

 

イ 細街路 

細街路走行量算定の流れ（平成 21 年度）を図 3.4 に示す。 

細街路走行量は、自動車輸送統計年報（国土交通省）の全車種走行量からアで設定

した幹線道路走行量（車種計）を減じた値とする。 

法対策地域内外割合は幹線道路走行量割合で按分、車種配分は一般県道（道路交通

センサス）の車種区分で按分する。 

また、細街路走行量のメッシュ別配分は、細街路走行量が細街路延長に比例すると

考え、デジタル道路地図から幹線道路を除外した細街路道路の区間延長をメッシュ別

に集計し、このメッシュ別細街路区間延長を用いて細街路走行量の配分を行った。 

細街路走行量の算定に用いる資料一覧を表 3.6 に示す。 

メッシュ別細街路区間延長

（デジタル道路地図）

平成21年度メッシュ別細街路走行量

＆道路ネットワーク
平成21年度自動車輸送
統計年報(国土交通省)

平成21年度幹線道路走行量

平成21年度幹線交通量

平成21年度全道路総走行量

平成21年度細街路走行量

 

図 3.4 細街路走行量算定の流れ（平成 21 年度） 

 

表 3.6 現状年度の細街路走行量設定方法と資料 

No 内容 適用方法 資料名

1 全域の細街路走行量 県全域細街路走行量
注1)注2)

は、県全体の総走
行量から幹線道路走行量を減じて設定。

自動車輸送統計年報（国土交通省）
道路交通センサス（国土交通省）

2 対策地域の細街路走行量
法対策地域内外別細街路走行量は、幹線道路
走行量の法対策地域内外別割合で県全域細街
路走行量を按分して設定。

道路交通センサス（国土交通省）

3 車種別細街路走行量
法対策地域内外別車種別細街路走行量は、法
対策域内外別の一般県道の車種別走行量割合
で按分して設定。

道路交通センサス（国土交通省）

4 メッシュ別細街路走行量

メッシュ別細街路走行量は、法対策地域内外
別車種別細街路走行量をデジタル道路地図か
ら集計したメッシュ別細街路区間延長割合で
按分して設定。

デジタル道路地図
（インクリメントＰ(株)）

注1)6大都市別、ブロック別走行量には、自家用軽貨物車、自家用貨物車の重複分を除外する必要がある。
注2)6大都市別、ブロック別走行量には、自家用バス、特種車が含まれていないことから、全国値より推計する必要がある。  
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（２）自動車走行量（平成 24 年度、平成 27 年度） 

ア 幹線道路 

将来年度の幹線道路走行量の算定の流れを図 3.5 に示す。 

 

平成17年度、32年度平成21年度の8車種別交通量

＆道路ネットワーク

平成24、27年度の
8車種別交通量＆ネットワーク

H24/H21及びH27/H21伸び率

「新たな将来交通量需要推計」

(乗用系、貨物系別伸び率）

等(国土交通省)

 

図 3.5 将来年度の幹線道路走行量設定の流れ 

 

将来年度の幹線道路交通量（走行量）は、「社会資本整備審議会道路部会・第 26 回基

本政策部会」（平成 20 年 11 月 26 日）の資料 1-2「新たな将来交通需要推計」に示され

る平成 17年度に対する平成 32年度の自動車走行台キロ伸び率の年平均伸び率（乗用系、

貨物系の２区分）を乗じて算定する。 

将来年度交通量（走行量）を算定に用いる伸び率及び資料一覧を表 3.7 に示す。 

 

表 3.7 将来年度の走行量伸び率 

乗用系 貨物系

H27/H21 0.9939 0.9917

伸び率
年度 資料

H24/H21 0.9969 0.9958 「新たな将来交通需要推計」
（社会資本整備審議会道路部会・第26回基本

政策部会、平成20年11月26日）
 

 

イ 細街路 

将来年度の細街路走行量の算定の流れは図 3.6 に示すとおりであり、走行量伸び率

の設定は幹線道路と同様である（表 3.7）。 

 

平成17年度、32年度

平成24、27年度

(乗用系、貨物系別伸び率）

「新たな将来交通量需要推計」
平成21年度

メッシュ別細街路走行量

H24/H21及びH27/H21伸び率

等(国土交通省)

メッシュ別細街路走行量
 

図 3.6 将来年度の細街路走行量算定の流れ 
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（３）走行量算定結果 

兵庫県における法対策地域内の車種別走行量算定結果を表 3.8 に示す。 

 

表 3.8 車種別走行量算定結果 

(1) 平成 21 年度 

（百万台km/年）

区分
軽
乗用車

乗用車 バス
軽

貨物車
小型
貨物車

貨客車
普通
貨物車

特種車 計

幹線道路 2,052 7,490 151 742 373 677 1,928 404 13,817

細街路 715 1,660 32 249 70 117 183 58 3,084

計 2,767 9,151 183 990 443 793 2,111 462 16,901  

 

(2) 平成 24 年度 

（百万台km/年）

区分
軽
乗用車

乗用車 バス
軽

貨物車
小型
貨物車

貨客車
普通
貨物車

特種車 計

幹線道路 2,046 7,467 151 739 372 674 1,920 402 13,770

細街路 713 1,655 32 248 69 116 182 58 3,074

計 2,758 9,123 182 986 441 790 2,102 460 16,844  

 

(3) 平成 27 年度 

（百万台km/年）

区分
軽
乗用車

乗用車 バス
軽

貨物車
小型
貨物車

貨客車
普通
貨物車

特種車 計

幹線道路 2,039 7,444 150 736 370 671 1,912 400 13,723

細街路 711 1,650 32 246 69 116 182 58 3,064

計 2,750 9,095 182 982 440 787 2,093 458 16,787  

 

（４）車種別排出係数算出式 

 車種別排出係数（暖機時）は、排出ガス規制区分別排出係数原単位算出式に等価慣性

重量（重量車のみ）を乗じ、これを実走行ベースの排出ガス規制区分別構成率で加重平

均して作成する。 

 車種別排出係数の設定方法の流れを図 3.7 に示す。 
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エ⑤ 8車種別排出係数算出式（表3.11,表3.12）

（自動車検査登録情報協会）

注2)自検協：(財)自動車検査登録情報協会

平成21年度排出ガス規制区分別保有台数データ

ア 排出係数原単位算出式（環境省等）

注1)自販連：(社)日本自動車販売協会連合会

ウ 等価慣性重量(t)

（イ 構成率設定区分別）

エ④ 排出ガス規制区分別構成率（表3.10）
（①×③）

エ① 現状年度の車種別排出ガス規制区分別構成率
（保有ベース）

ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ調査結果（環境省）

車種別排出ガス規制区分別構成率（走行ベース）

エ③ 走行係数（車種別車齢別燃料別総重量区分別、
イ 構成率設定区分別）

ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ調査結果（兵庫県）
（車両総重量8t以上）

 

図 3.7 車種別排出係数設定の流れ 

 

ア 排出ガス規制区分別排出係数原単位 

排出ガス規制区分別排出係数原単位（算出式）は、「平成 20 年度自動車排出ガス原

単位及び総量算定検討調査」（環境省）に示された値（算出式）を設定する。なお、同

報告書に示されていない NOx に係る平成 28～30 年規制（許容限度目標値：0.4g/kWh）

の原単位（算出式）は、ポスト新長期規制の規制値（0.7g/kWh）に対する削減率より

算定する。 

同報告書に示されていない SOx 排出係数原単位は、CO2 排出係数原単位に燃料当たり

CO2 排出係数（ｶﾞｿﾘﾝ：2.32tCO2/t、軽油：2.58tCO2/t）、比重（ｶﾞｿﾘﾝ：0.75、軽油：

0.83）を用いて、燃料消費量を算定し、その燃料消費量にＳ分比率（10ppm）を乗じて

算定、また、ガソリン車の PM 排出係数原単位は、「道路環境影響評価の技術手法 2007

改訂版」（（財）道路環境研究所）に示される値を設定、タイヤ粉じん排出係数は、ア

メリカ合衆国環境保護庁（EPA）資料を基に設定する。 

主な排出係数原単位算出式は巻末の資料－１に示す。 
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イ 構成率（等価慣性重量）設定区分 

道路区間毎に、排出ガス規制区分別構成率及び等価慣性重量は異なっており、幹線

道路は、条例規制地域と条例規制地域外の２区分で構成率を設定する。なお、細街路

の構成率（等価慣性重量）は、幹線の条例規制地域内外全体から車両総重量区分 12t

超の車両を除いた構成率として設定する。 

ウ 等価慣性重量 

重量車（排出係数原単位算出式が 1t 当たりとなっている排出ガス規制区分の車両）

の排出係数の算出に必要な等価慣性重量は、自動車環境影響総合調査（環境省）及び

兵庫県のナンバープレート調査結果より、車種別、燃料種類別、車両総重量区分別に

設定する。 

エ 排出ガス規制区分別構成率 

排出ガス規制区分別構成率は、特定の排出ガス規制区分が欠けていない保有台数ベ

ースの排出ガス規制区分台数データに、兵庫県の実際の車両走行実態が把握されてい

るナンバープレート調査結果の状況を考慮して作成する。 

① 排出ガス規制区分別構成率（保有ベース）（現状年度） 

現状年度の保有ベースの排出ガス規制区分別構成率は、「平成 21 年度末 排出ガ

ス規制区分別自動車保有台数」（財団法人自動車検査登録情報協会）より整理する。 

② 排出ガス規制区分別構成率（走行ベース）（現状年度） 

現状年度の走行ベースの排出ガス規制区分別構成率は、自動車環境影響総合調査

（環境省）及び兵庫県のナンバープレート調査結果より整理する。 

③ 走行係数 

走行係数は、①及び②の排出ガス規制区分別構成率から車種別、車齢別、燃料種

類別、車両総重量区分別の構成率を整理し、それぞれの構成率で除して（②÷①）

算定する。 

なお、作成した走行係数が、ナンバープレート調査結果のサンプル数の関係で特

定の車齢等が欠落している場合は、算定した走行係数を基に欠落部分を補完して整

理する。 
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④ 排出ガス規制区分別構成率 

排出ガス規制区分別構成率は、保有ベースの排出ガス規制区分別構成率（①）に

③の走行係数を乗じて算定する。 

設定した条例規制地域の排出ガス規制区分別構成率を表 3.10 に示す。（網掛け部

分は車種毎に最も多い排出ガス規制区分を示す。） 

 

表 3.9 排出ガス規制区分別構成率設定方法と資料 

項目 年度 地点数 適用方法 資料名

a 排出係数区分 21年度 －
幹線道路（条例対策地域、条例対策

地域外）、細街路の３区分
（細街路はGVW12t超区分の構成率はゼロ）

－

b 保有台数 21年度 －
保有ﾍﾞｰｽの排出ｶﾞｽ規制区分別

構成率を設定
自動車保有台数

（自動車検査登録情報協会）

c ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ 21年度
30地点(環
境省)+22地
点(兵庫県)

走行ﾍﾞｰｽの排出ｶﾞｽ規制区分別
構成率を設定

平成21年度自動車
環境影響総合調査（環境省）及
び兵庫県ナンバープレート調査

d 走行係数 21年度 －
c÷bで走行係数（車種別、車齢別、燃料種
類別、車両総重量区分別、排出係数区分

別）を設定
b、c

e 等価慣性重量 21年度
車両総重量区分別、
排出係数区分別に設定

平成21年度自動車
環境影響総合調査（環境省）

f
排出ガス規制
区分別構成率

21年度 － b×dで設定 b、d
 

注）ナンバープレート調査地点数(環境省)は兵庫県の合計地点数 

 

⑤ 8 車種区分別排出係数算出式 

8車種区分別排出係数算出式は、排出ガス規制区分別排出係数算出式に等価慣性重

量（重量車のみ）を乗じて、排出ガス規制区分別構成率で加重平均して算定した。 

算定した地域区分別、8車種区分別排出係数算出式はNOxを表3.11、PMを表3.12に

示す。 
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表3.10 車種別、排出ガス規制区分別構成率（平成21年度） 

(1) 幹線道路(条例規制地域) 

年度 車種
短期規制
より前

短期規制 長期規制
新短期
規制

新長期
規制

ポスト新
長期規制

計

軽乗用車 0.0% 0.0% 24.8% 23.0% 52.2% 0.0% 100%
乗用車 0.1% 0.2% 22.5% 27.3% 49.9% 0.0% 100%
バス 1.4% 19.9% 33.6% 20.1% 25.0% 0.0% 100%

軽貨物車 1.2% 13.8% 13.8% 34.0% 37.2% 0.0% 100%
小型貨物車 1.5% 2.7% 22.3% 47.6% 25.8% 0.0% 100%
貨客車 3.2% 0.9% 13.0% 36.7% 46.2% 0.0% 100%

普通貨物車 3.1% 6.9% 32.6% 30.7% 26.7% 0.0% 100%
特種車 1.1% 4.1% 33.2% 32.6% 29.0% 0.0% 100%

21年度

 

 

(2) 幹線道路(条例規制地域外) 

年度 車種
短期規制
より前

短期規制 長期規制
新短期
規制

新長期
規制

ポスト新
長期規制

計

軽乗用車 0.0% 0.0% 24.8% 23.0% 52.2% 0.0% 100%
乗用車 0.1% 0.4% 22.7% 27.3% 49.4% 0.0% 100%
バス 4.7% 22.2% 29.7% 15.9% 27.6% 0.0% 100%

軽貨物車 1.2% 13.8% 13.8% 34.0% 37.2% 0.0% 100%
小型貨物車 3.1% 5.7% 23.2% 43.7% 24.2% 0.0% 100%
貨客車 3.9% 1.9% 14.2% 35.5% 44.5% 0.0% 100%

普通貨物車 5.1% 12.7% 28.9% 28.8% 24.5% 0.0% 100%
特種車 1.8% 5.3% 31.5% 32.1% 29.4% 0.0% 100%

21年度

 

 

(3) 細街路（全域） 

年度 車種
短期規制
より前

短期規制 長期規制
新短期
規制

新長期
規制

ポスト新
長期規制

計

軽乗用車 0.0% 0.0% 24.8% 23.0% 52.2% 0.0% 100%
乗用車 0.1% 0.3% 22.6% 27.3% 49.6% 0.0% 100%
バス 5.3% 12.8% 32.9% 28.4% 20.6% 0.0% 100%

軽貨物車 1.2% 13.8% 13.8% 34.0% 37.2% 0.0% 100%
小型貨物車 2.6% 4.7% 22.9% 45.1% 24.8% 0.0% 100%
貨客車 3.6% 1.5% 13.7% 36.0% 45.2% 0.0% 100%

普通貨物車 6.3% 12.8% 27.6% 31.4% 21.9% 0.0% 100%
特種車 1.8% 4.6% 29.9% 34.3% 29.3% 0.0% 100%

21年度

 

 



 17 

表3.11 8車種区分別NOx排出係数算出式（平成21年度） 

(1) 幹線道路(条例規制地域) 

旅行速度(km/h)
10 20 30 40 50 60 70 80 a b c d

軽乗用車 0.0847 0.0538 0.0444 0.0412 0.0412 0.0433 0.0470 0.0523 2.4791E-02 -1.9438E-04 5.5285E-06 6.1319E-01
乗用車 0.0820 0.0524 0.0433 0.0401 0.0399 0.0418 0.0451 0.0499 2.4620E-02 -1.8219E-04 5.0795E-06 5.8702E-01
バス 7.5806 5.6365 4.7675 4.2273 3.8666 3.6357 3.5132 3.4885 5.1271E+00 -5.7158E-02 4.0014E-04 2.9850E+01

軽貨物車 0.1952 0.1578 0.1559 0.1668 0.1858 0.2116 0.2434 0.2809 1.0120E-01 3.5801E-05 2.5850E-05 9.1065E-01
小型貨物車 1.1207 0.7870 0.6574 0.5780 0.5181 0.4674 0.4215 0.3782 5.3026E-01 -2.4423E-03 -5.2559E-06 6.1543E+00
貨客車 0.3574 0.2453 0.2027 0.1779 0.1608 0.1478 0.1376 0.1292 1.6112E-01 -1.0144E-03 3.6731E-06 2.0608E+00

普通貨物車 7.7934 5.8509 4.9136 4.3152 3.9225 3.6911 3.6020 3.6457 5.8559E+00 -7.8551E-02 5.8449E-04 2.6645E+01
特種車 5.7832 4.3303 3.6355 3.1941 2.9051 2.7348 2.6690 2.7002 4.2930E+00 -5.7117E-02 4.2566E-04 2.0187E+01

車種
排出係数式：EF(g/km)=a+b*V+c*V*V+d/V  V:車速(km/h)

 

 

(2) 幹線道路(条例規制地域外) 

旅行速度(km/h)
10 20 30 40 50 60 70 80 a b c d

軽乗用車 0.0847 0.0538 0.0444 0.0412 0.0412 0.0433 0.0470 0.0523 2.4791E-02 -1.9438E-04 5.5285E-06 6.1319E-01
乗用車 0.0853 0.0545 0.0451 0.0418 0.0415 0.0433 0.0466 0.0514 2.5851E-02 -1.8857E-04 5.1610E-06 6.0811E-01
バス 7.1247 5.2885 4.4869 3.9879 3.6449 3.4094 3.2603 3.1872 4.6277E+00 -4.6009E-02 2.9286E-04 2.9277E+01

軽貨物車 0.1952 0.1578 0.1559 0.1668 0.1858 0.2116 0.2434 0.2809 1.0120E-01 3.5801E-05 2.5850E-05 9.1065E-01
小型貨物車 1.1894 0.8307 0.6939 0.6119 0.5512 0.5006 0.4553 0.4130 5.4350E-01 -2.2644E-03 -5.1500E-06 6.6903E+00
貨客車 0.3957 0.2715 0.2244 0.1974 0.1789 0.1651 0.1544 0.1460 1.7741E-01 -1.1120E-03 4.5120E-06 2.2899E+00

普通貨物車 6.8143 5.0939 4.3091 3.8115 3.4713 3.2452 3.1148 3.0707 4.7140E+00 -5.2960E-02 3.5456E-04 2.5945E+01
特種車 5.0922 3.8023 3.1998 2.8168 2.5596 2.3971 2.3159 2.3093 3.6376E+00 -4.4913E-02 3.1731E-04 1.8720E+01

車種
排出係数式：EF(g/km)=a+b*V+c*V*V+d/V  V:車速(km/h)

 

 

(3) 細街路（全域） 

旅行速度(km/h)
10 20 30 40 50 60 70 80 a b c d

軽乗用車 0.0847 0.0538 0.0444 0.0412 0.0412 0.0433 0.0470 0.0523 2.4791E-02 -1.9438E-04 5.5285E-06 6.1319E-01
乗用車 0.0838 0.0536 0.0443 0.0410 0.0408 0.0426 0.0460 0.0507 2.5302E-02 -1.8587E-04 5.1279E-06 5.9874E-01
バス 4.2912 3.1879 2.6939 2.3855 2.1778 2.0426 1.9679 1.9475 2.8963E+00 -3.2221E-02 2.2140E-04 1.6949E+01

軽貨物車 0.1952 0.1578 0.1559 0.1668 0.1858 0.2116 0.2434 0.2809 1.0120E-01 3.5801E-05 2.5850E-05 9.1065E-01
小型貨物車 1.1666 0.8163 0.6819 0.6008 0.5404 0.4897 0.4442 0.4016 5.3917E-01 -2.3195E-03 -5.2198E-06 6.5115E+00
貨客車 0.3800 0.2608 0.2156 0.1895 0.1715 0.1581 0.1476 0.1392 1.7077E-01 -1.0720E-03 4.1753E-06 2.1957E+00

普通貨物車 3.7047 2.7571 2.3404 2.0779 1.8941 1.7640 1.6768 1.6270 2.4199E+00 -2.3674E-02 1.4261E-04 1.5073E+01
特種車 3.4901 2.6010 2.1947 1.9354 1.7563 1.6349 1.5617 1.5318 2.4018E+00 -2.7117E-02 1.7682E-04 1.3418E+01

車種
排出係数式：EF(g/km)=a+b*V+c*V*V+d/V  V:車速(km/h)
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表3.12 8車種区分別PM排出係数算出式（平成21年度） 

(1) 幹線道路(条例規制地域) 

旅行速度(km/h)
10 20 30 40 50 60 70 80 a b c d

軽乗用車 0.0003 0.0017 0.0013 0.0007 0.0003 0.0003 0.0006 0.0013 9.6822E-03 -2.6820E-04 2.1825E-06 -6.9383E-02
乗用車 0.0009 0.0022 0.0017 0.0011 0.0007 0.0007 0.0010 0.0016 9.6457E-03 -2.5804E-04 2.0999E-06 -6.3401E-02
バス 0.3385 0.2600 0.2338 0.2207 0.2129 0.2076 0.2039 0.2011 1.8154E-01 -2.7654E-06 2.1084E-08 1.5700E+00

軽貨物車 0.0014 0.0013 0.0011 0.0009 0.0007 0.0006 0.0005 0.0005 2.5415E-03 -5.1319E-05 3.3972E-07 -6.5169E-03
小型貨物車 0.0380 0.0287 0.0249 0.0227 0.0213 0.0204 0.0200 0.0200 2.4206E-02 -1.9579E-04 1.4925E-06 1.5600E-01
貨客車 0.0110 0.0090 0.0075 0.0065 0.0058 0.0054 0.0054 0.0056 1.1823E-02 -1.9896E-04 1.4912E-06 1.0382E-02

普通貨物車 0.2337 0.1756 0.1562 0.1465 0.1407 0.1368 0.1341 0.1320 1.1752E-01 -1.5004E-06 1.1439E-08 1.1617E+00
特種車 0.1696 0.1273 0.1132 0.1061 0.1019 0.0991 0.0970 0.0955 8.5120E-02 -4.8565E-06 3.6989E-08 8.4541E-01

車種
排出係数式：EF(g/km)=a+b*V+c*V*V+d/V  V:車速(km/h)

 

 

(2) 幹線道路(条例規制地域外) 

旅行速度(km/h)
10 20 30 40 50 60 70 80 a b c d

軽乗用車 0.0003 0.0017 0.0013 0.0007 0.0003 0.0003 0.0006 0.0013 9.6822E-03 -2.6820E-04 2.1825E-06 -6.9383E-02
乗用車 0.0016 0.0027 0.0021 0.0015 0.0011 0.0011 0.0014 0.0020 9.8127E-03 -2.5278E-04 2.0570E-06 -5.8468E-02
バス 0.3539 0.2720 0.2447 0.2311 0.2229 0.2174 0.2135 0.2106 1.9018E-01 -2.5712E-06 1.9602E-08 1.6379E+00

軽貨物車 0.0014 0.0013 0.0011 0.0009 0.0007 0.0006 0.0005 0.0005 2.5415E-03 -5.1319E-05 3.3972E-07 -6.5169E-03
小型貨物車 0.0486 0.0368 0.0322 0.0296 0.0280 0.0270 0.0265 0.0264 2.9404E-02 -1.7986E-04 1.3711E-06 2.0892E-01
貨客車 0.0144 0.0115 0.0099 0.0087 0.0080 0.0075 0.0074 0.0076 1.3391E-02 -1.9153E-04 1.4351E-06 2.7920E-02

普通貨物車 0.2679 0.2035 0.1820 0.1712 0.1648 0.1605 0.1574 0.1551 1.3909E-01 -2.2830E-06 1.7405E-08 1.2885E+00
特種車 0.1593 0.1198 0.1066 0.0999 0.0959 0.0933 0.0914 0.0900 8.0617E-02 -1.4247E-05 1.0851E-07 7.8830E-01

車種
排出係数式：EF(g/km)=a+b*V+c*V*V+d/V  V:車速(km/h)

 

 

(3) 細街路（全域） 

旅行速度(km/h)
10 20 30 40 50 60 70 80 a b c d

軽乗用車 0.0003 0.0017 0.0013 0.0007 0.0003 0.0003 0.0006 0.0013 9.6822E-03 -2.6820E-04 2.1825E-06 -6.9383E-02
乗用車 0.0013 0.0024 0.0019 0.0013 0.0010 0.0009 0.0012 0.0019 9.7300E-03 -2.5496E-04 2.0748E-06 -6.0642E-02
バス 0.1910 0.1456 0.1304 0.1228 0.1182 0.1152 0.1130 0.1114 1.0047E-01 -1.2571E-05 9.5844E-08 9.0654E-01

軽貨物車 0.0014 0.0013 0.0011 0.0009 0.0007 0.0006 0.0005 0.0005 2.5415E-03 -5.1319E-05 3.3972E-07 -6.5169E-03
小型貨物車 0.0452 0.0342 0.0298 0.0274 0.0258 0.0249 0.0244 0.0243 2.7727E-02 -1.8574E-04 1.4159E-06 1.9153E-01
貨客車 0.0130 0.0105 0.0089 0.0078 0.0071 0.0067 0.0066 0.0068 1.2759E-02 -1.9451E-04 1.4576E-06 2.0868E-02

普通貨物車 0.1611 0.1223 0.1093 0.1028 0.0989 0.0963 0.0944 0.0931 8.3457E-02 -3.4459E-06 2.6272E-08 7.7716E-01
特種車 0.1054 0.0789 0.0700 0.0655 0.0628 0.0610 0.0598 0.0588 5.2623E-02 -1.2901E-05 9.8262E-08 5.2929E-01

車種
排出係数式：EF(g/km)=a+b*V+c*V*V+d/V  V:車速(km/h)

 

 

（５）旅行速度 

排出係数は旅行速度（Ｖ）の関数であることから、旅行速度の設定方法を以下に示す。 

幹線道路の旅行速度は、「平成17年度道路交通センサス混雑時旅行速度調査」におけ

る混雑時旅行速度（ＶCON）と指定最高速度（ＶMAX）及び最大時間交通量（ＱMAX）から道

路区間別のＱ-Ｖ関数（図3.8）を作成し、これに道路区間別・時間別交通量（Ｑ：1車線

当たりの乗用車換算時交通量）を代入して時間別に設定する。なお、混雑時旅行速度が

指定最高速度を上回る区間があった場合は、当該区間の旅行速度は交通量によらず一定

の旅行速度（ＶCON）を設定する。 

細街路の旅行速度は、20km/hと設定する。 
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ＶCON＜ＶMAXのときは

Ｖ＝ＶMAX＋ ＱMAX

（ＶCON－ＶMAX） ×Ｑ
       

ＶCON≧ＶMAXのときは

 交通量に係わらずＶ＝ＶCON  

図3.8 交通量(Ｑ)-旅行速度(Ｖ)との関係 

 

（６）排出量算定 

ア 排出量 

暖機時の排出量は、旅行速度を排出係数算出式に代入して車種別排出係数を計算し、

これに走行量を乗じて算出する。 

イ 排出量の温度・湿度補正 

排出ガス原単位は、環境温度25℃、相対湿度50%におけるC/D試験結果を基本として

作成されたものであり、「JCAP技術報告書」（（財）石油産業活性化センター・平成

14年3月）における補正方法より、県別期・時間帯別の平均気温(℃)及び平均絶対湿度

(g/kg)を用いて補正を行う。 

温度補正係数（ガソリン車のみ）及び燃料別湿度補正係数は参考資料に示す。 

 

（７）自動車発生源モデル設定 

信号交差点近傍における走行調査結果（環境省）をみると、信号交差点近傍における

自動車排出量は、信号交差点近傍以外に比べ大幅に多くなっている。 

本調査では、法対策地域全体の大気環境を評価する必要性があることから、大気濃度

予測に用いる自動車発生源モデルは、自動車排出量が多く、大気環境濃度が最も厳しい

と考えられる交差点近傍の状況を再現するために、環境省が実施した走行実態調査を基

礎資料として、信号交差点近傍におけるを排出量をパターン化し、実際の道路に近い排

出状況の再現を行う。 

自動車発生源モデル設定の概要を図 3.9 に示す。 
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走行調査結果

交差点からの距離別排出比率の回帰式

自動車発生源モデル（補正前）

自動車排出係数

交差点近傍の排出量分布を補正した自動車発生源モデル

交差点近傍データ

交差点間の距離別に区分

交差点近傍10m毎のNOx排出量分布

交差点近傍10m毎のNOx排出量比率分布

排出ガス規制区分・車両総重量区分
NOx排出量比率

交通量＆
道路ネットワーク

排出係数原単位

排出ガス規制区分別構成率

 

図 3.9 自動車発生源モデル設定の概要 

 

ア 交差点近傍における排出量パターンの設定 

走行調査結果から作成した排出ガス規制区分別及び車両総重量区分別の排出パター

ンモデルを表 3.13、図 3.10 に示す。 

ここで排出パターンは、旅行速度が比較的低い（22.8km/h）交差点間の距離が 100m

までのデータで整理した回帰式（市街地）と旅行速度が比較的高い（34.6km/h）交差

点間の距離が 100m を超えるデータで整理した回帰式（郊外）の２区分で整理した。 

回帰式の適用は、対象区間の排出量を算定する際の時間別旅行速度が２区分の平均

値の 28.8km/h 以下の場合が市街地、超過した場合が郊外を設定する。 

 

表 3.13 排出パターン区分 

区 分 内 容 

排出ガス規制区分 長期（長期以前）、新短期（新短期）、新長期（新長期以降） 

車両総重量区分 GVW4t（2t 積み車以下）、GVW8t（4t 積み車）、GVW25t（大型車） 

旅行速度区分 市街地（28.8km/h 以下）、郊外（28.8km/h 超） 
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（排出ガス規制区分別）          （車両総重量区分別） 

図 3.10 排出ガス規制区分別、車両総重量区分別 NOx 排出量比率パターン 

 

イ 自動車発生源モデルの設定方法 

本業務では、デジタル道路地図の道路ネットワーク及び信号交差点位置を用いて、

自動車発生源モデルを作成する。制約条件を以下に示す。 

① 走行パターンの適用 

アで作成した排出パターンは、ディーゼル車の年度別（平成 21 年度、24 年度、

27 年度）の排出ガス規制区分別、車両総重量区分別の構成率で加重平均したパター

ンをディーゼル車のみに適用する。 

なお、環境省が実施した走行実態調査は全て軽油車となっており、ガソリン車、

LPG 車及び CNG 車は三元触媒を有する車両がほとんどであり、同様のパターンとな

らない可能性が高いため、同パターンを適用せずセンサス区間毎に従来通り均一の

排出強度を設定する。交差点近傍に適用した例を図 3.11 に示す。 
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図 3.11 交差点周辺の自動車発生源の NOx 排出量分布（例） 

 

② 道路ネットワーク関連 

本業務で用いるデジタル道路では、主要道路は上下線が別々に分かれたデータ（2

本）で作成されているが、多くの道路は上下線を合わせたデータ（1 本）で作成さ

れている。 

このため、実際の道路諸元が同じ場合でも、道路データが異なる（2 本 or1 本）

場合は、計算結果は異なる。 

なお、高速道路や自動車専用道のインターチェンジのランプ部あるいは側道等は、

道路交通センサスの交通量観測対象外道路となっていることから、発生源モデルの

対象から除外している。 

③ 道路構造関連 

本業務で用いるデジタル道路地図では、道路構造として立体構造（高架道路、オ

ーバーパス、アンダーパス）の識別コードを持っている。ただし、構造物の高さ情

報は無いことから、高架構造の道路は原則として路面高さを一律 15m に設定する。

なお、高速自動車国道は高架構造の識別コードが無い場合でも盛土構造となってい

ることが考えられることから、路面高さは 5m を設定する。 

また、デジタル道路地図は遮音壁（防音壁）の情報は持っていないが、一般的に

高速自動車道路及び都市高速道路には遮音壁が設置されていることから、これらの

道路には遮音壁が設置されていると仮定し、原則として遮音壁高さを一律 3m に設定

する。なお、測定局及び平成 27 年度で環境基準を超過した道路沿道濃度予測地点は、

インターネット等の情報（Street View など）を用いて遮音壁等が確認された場合

には、別途設定を行っている。 
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3.1.2 冷機時分排出量 

 冷機時の排出量は、乗用車と乗用車以外（バス、軽貨物車、小型貨物車、普通貨物車、

特種車）に区分して算定する。 

冷機時の NOx 排出量算定の流れは、図 3.12 に示すとおりである。 

冷機時、暖機時のC/D試験結果

自動車保有台数

平日・休日の自動車利用率

日当たり輸送回数

平日・休日の冷機時始動回数

平日・休日の利用台数

冷機時NOx排出増加量

平日・休日日数

冷機時NOx排出量

 

自動車保有台数

実働台数

冷機時NOx排出量

実働率

日当たり輸送回数

冷機時始動回数

冷機時、暖機時のC/D試験結果

冷機時NOx排出増加量

 

（乗用車類）              （乗用車以外） 

図 3.12 冷機時の NOx 排出量算定の流れ 

 

（１）自動車保有台数 

 冷機時排出量は、自動車使用本拠地（駐車場）で発生すると考え、自動車保有台数デ

ータを基礎資料とし、自営別（軽自動車を除く）、燃料種類別、排出ガス規制区分別、市

区町村別自動車保有台数を用いる。 

（２）平日・休日の乗用車利用台数（乗用車） 

 一般的に乗用車の利用率は、平日と休日では大きく異なると考えられる。 

 自動車利用率は、「平成 17 年度全国都市交通特性調査」（国土交通省）の代表交通手段

利用率（三大都市圏：兵庫県は神戸市が含まれるが、他区分において兵庫県は対象とな

っていない）を参考として、平日が 33.7％、休日が 53.9％と設定する。 

この値を保有台数に乗じて、平日・休日における自動車利用台数を算定する。 

（３）実働台数（乗用車以外） 

 乗用車以外の実働台数は、保有台数に実働率を乗じて算定する。 

乗用車以外の実働率は、「自動車輸送統計年報」（国土交通省）の自営別、車種別実働

率注）を設定する。 

注）実働率＝実働延日車÷実在延日車×100 
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（４）日当たり始動回数 

日当たりの始動回数は、「自動車輸送統計年報」（国土交通省）の車種別、自営別の実

働１日１車当たり輸送回数を設定する。 

この値を乗用車は（２）で算定した自動車利用台数、乗用車以外は（３）の実働台数

に乗じて、始動回数を算定する。 

（５）冷機時排出係数 

 冷機時排出係数（暖機時に対する増加分）は、JATOP 等の資料から燃料別、排出ガス

規制区分別に設定する。 

（６）冷機時排出量算定 

乗用車の冷機時 NOx 排出量は、（４）で算定する平日・休日別の始動回数に（５）で設

定する排出係数と平日・休日の日数を乗じて算定する。 

 なお、平日は 272.5 日、休日は 92.5 日（土曜日はそれぞれ 0.5 日）とする。 

乗用車以外のコールドスタート時 NOx 排出量は、（４）で算定する始動回数に（５ 

）で設定する排出係数と年間日数を乗じて算定する。 
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３.２ 自動車以外の発生源 

自動車以外の排出量算定の基本的な設定の考え方を表 3.14 に示す。 

 

表 3.14 各発生源モデルの基本的な設定の考え方 

発生源 物質 算定方法
基準年度補正に必要となる

データ
将来年度推計に必要となる

データ

NOx、SOx、
ばいじん、HCl

環境省調査
1)
において関係各自

治体より提供された平成17年度排
出量を、最新(平成21年度現況)の
大気汚染物質排出量総合調査(環
境省)を用いて補正を行う。

最新(平成21年度現況)の
大気汚染物質排出量総合
調査(環境省)データ

凝縮性ダスト

環境省調査
2)
によるSOx濃度ある

いは排ガス量と凝縮性ダスト排出
量の関係式から算定する。なお、
ガスタービンについては当手法を
適用すると過大算定となることか
ら、適用除外とする。

同上

VOC

環境省調査
3)
により整理されたイン

ベントリデータを元に環境省調査
1)

で算出されたVOC排出量を補正
する。

環境省調査
3)
により整理さ

れたインベントリデータ

(2)船舶 NOx、SOx、PM

環境省調査
1)
において関係各自

治体より提供された平成17年度排
出量を、基準年度の港湾統計
データ(総トン数)を用いて補正を
行う。

関係各自治体の基準年度
における港湾統計データ
(総トン数)

関係各自治体の予測年度に
おける将来港湾計画値(総トン
数)

(3)一般家庭 NOx、SOx、PM

環境省調査
1)
において関係各自

治体より提供された平成17年度排
出量を、基準年度の世帯数を用い
て補正を行う。

関係各自治体の平成17年
度及び基準年度の世帯数

関係各自治体の将来年度に
おける世帯数(人口)の推計値

(4)群小
(業務系)

NOx、SOx、PM

環境省調査
1)
において関係各自

治体より提供された平成17年度排
出量を、基準年度の事業所数を参
考に補正を行う。

関係各自治体の平成17年
度及び基準年度の事業所
数

関係各自治体の将来年度に
おける事業所数の推計値

(5)航空機 NOx、SOx、PM

環境省調査
1)
において関係各自

治体より提供された平成17年度排
出量を、基準年度の離発着回数を
用いて補正を行う。

空港別平成17年度及び基
準年度における離発着回
数（関空、伊丹)

将来予測年度における
離発着回数計画値
(関空、伊丹)

(6)建設
機械類

NOx、SOx、
PM、HC

環境省調査
1)
において関係各自

治体より提供された平成17年度排

出量を、環境省調査
4)
に示された

排出量算定結果から基準年度に
対する低減率を求めその低減率を
乗じることにより補正を行う。

環境省調査
4)
に示された排

出量算定結果
環境省調査

4)
に示された排出

量算定結果

(７)炭化水素
類発生施設

VOC

環境省調査
3)
により整理されたイン

ベントリデータを元に環境省調査
1)

で算出されたVOC排出量を補正
する。

環境省調査
3)
により整理さ

れたインベントリデータ
環境省調査

3)
により整理され

たインベントリデータ

注１)「平成18年度窒素酸化物及び粒子状物質の環境濃度予測調査報告書」（環境省）

注２)「平成９年度浮遊粒子状物質総合対策に係る調査報告書」（環境省）

注３)「揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリについて」平成22年３月揮発性有機化合物（VOC）排出ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘ検討会

注４)「平成19年度自動車排出ガス原単位及び総量算定調査報告書」（環境省）

(1)工場・
事業場

将来予測年度にまでに休・廃
止または新設される大規模工
場・事業場の諸元データ
大規模工場に対する将来計
画ヒアリング結果　等

 



 26 

３.２.１ 工場・事業場発生源 

工場・事業場排出量の算定方法を以下に示す。 

（１）現状年度（平成 21 年度） 

現状年度においては、「総量削減計画」の平成 17 年度排出量に平成 21 年度大気汚染物

質排出量総合調査（平成 20 年度実績マップ調査）の市区町村別排出量伸び率を乗じて設

定する。 

（２）将来年度 

一定規模以上のばい煙発生施設（経団連加盟企業）は、温暖化防止対策の自主行動計

画により燃原料使用量が減少しているが、最大想定（安全側）の考えで将来年度（平成

24 年度、平成 27 年度）における工場・事業場の排出量は、現状年度と同一とする。 

 

３.２.２ その他発生源モデル 

濃度予測にあたって、その他発生源（自動車及び工場事業場以外）の排出量は、各自治

体及び各種統計情報を基に補正（推計）する。 

年度別（現状(平成 21)、将来(24、27 年度)）、発生源別の補正（推計）方法を以下に示

す。 

（１）船舶 

現状の船舶の排出量は、「総量削減計画」の平成 17 年度排出量を港湾別の総トン数の

伸び率を用いて補正して設定する。 

将来年度の排出量は、現状と同一と設定する。 

（２）一般家庭 

現状の一般家庭の排出量は、「総量削減計画」の平成 17 年度排出量に平成 21 年度の市

区町村別世帯数（兵庫県資料）の伸び率を乗じて設定する。 

将来年度の排出量は、現状排出量に「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）－

2005（平成 17）年～2030（平成 42）年－」（国立社会保障・人口問題研究所）の将来推

計世帯数の伸び率を乗じて設定する。 

（３）群小（業務系） 

群小の排出量に関連すると考えられる事業所数は、事業所企業統計調査（平成 13 年度、

平成 18 年度）では減少傾向にあった。しかし、事業所数の変動が群小の排出量と同様な

傾向を示すとは言えないことから、現状の群小の排出量は、最大想定（安全側）の考え

で、「総量削減計画」の平成 17 年度排出量と同一と設定する。 

将来年度の排出量は、現状と同様な考えで現状と同一と設定する。 

（４）航空機 

現状の航空機の排出量は、「総量削減計画」の平成 17 年度排出量を離発着回数の伸び

率を用いて補正して設定する。 

将来年度の排出量は、現状と同一と設定する。 

（５）建設機械等 

現状の建設機械等の排出量は、「総量削減計画」の平成 17 年度排出量を「特殊自動車

排出ガス算定データ更新業務」（環境省）の平成 21 年度の排出量伸び率を乗じて設定す
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る。 

将来年度の排出量は、現状と同様に年度別排出量伸び率を現状排出量に乗じて設定す

る。 

（６）炭化水素類発生施設 

現状の炭化水素類発生施設は、「揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリについて」

（平成 22 年３月揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ検討会）で算定された排出

量を基礎資料として、業種区分毎の関連指標（統計データ）を用いて、メッシュ別排出

量を推計する。 

将来年度の排出量は、現状と同一と設定する。 

ここで、炭化水素類発生施設としては、精油所及び油槽所の貯蔵施設・出荷施設、給

油所（ガソリンスタンド）、塗料使用分野、印刷インキ使用分野、接着剤係る分野、工業

用洗浄剤使用分野、化学製品製造分野、ゴム製品製造分野、クリーニング施設を対象と

している。 
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３.２.３ 現状排出量算定結果 

 現状の発生源別排出量算定結果を以下に示す。 

（１）発生源別排出量 

 平成 21年度における自動車における車種別排出量を表 3.15、発生源別排出量を表 3.16

に示す。 

 

表 3.15 車種別自動車排出量（平成 21 年度・法対策地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.16 発生源別排出量（平成 21 年度・法対策地域） 

(t/年)

発生源 SOx NOx
PM・

ばいじん
HCl

VOC
(HC)

工場・事業場 12,098 29,510 1,499 2,566

自動車 26 12,470 689 2,531

船舶 2,147 3,973 322

一般家庭 13 1,451 73

群小(事業系) 7 689 65

航空機 15 1,194 44

建設機械等 15 4,466 202 556

炭化水素類発生施設 33,858

計 14,321 53,753 2,895 2,566 36,945  

注）自動車のタイヤ粉じんは PM・ばいじんに含む。 

(t/年)

物質
軽

乗用車
乗用車 バス

軽
貨物車

小型
貨物車

貨客車
普通
貨物車

特種車 計

幹線道路 106 384 628 146 228 136 7,462 1,174 10,264

細街路 44 101 104 45 58 32 516 155 1,055

小計 149 486 731 191 287 167 7,978 1,329 11,319

156 534 82 120 17 10 148 85 1,151

305 1,019 813 311 303 177 8,126 1,414 12,470

幹線道路 2 12 35 1 10 5 307 40 413

細街路 1 4 5 0 2 1 22 5 41

小計 3 16 39 1 13 7 329 45 454

0 0 2 0 0 0 2 1 7

3 17 42 1 13 7 331 46 460

26 96 2 9 5 9 34 7 188

9 21 0 3 1 1 3 1 41

35 117 3 13 6 10 37 8 229

2 8 1 1 1 1 8 1 21

1 2 0 0 0 0 0 0 4

3 10 1 1 1 1 9 1 26

幹線道路 45 118 59 80 26 22 566 78 993

細街路 28 61 11 39 7 5 53 12 216

小計 73 179 70 119 33 27 618 89 1,209

250 846 8 174 11 10 10 13 1,322

323 1,025 78 293 44 37 629 102 2,531

NOx

PM

区分

暖
機
時

冷機時

計

タイヤ
粉じん

SOx

VOC
(HC)

暖
機
時

冷機時

計

幹線道路

細街路

計

幹線道路

細街路

計

暖
機
時

冷機時

計
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３.３ 気象モデル 

（１）異常年検定 

気象台データを用いて気象の以下の項目について平成 21 年度の各気象官署データを

用いて異常年検定を行った結果では異常年とは判断されなかった。 

項目毎の検定結果をみると、棄却される項目はなく今回の気象年として採用すること

に問題ないと判断した。 

  ・月別に判定する項目 

平均風速、平均気温、日最高気温の平均、日最低気温の平均、平均湿度、日照時間 

  ・年間値を用いて判定する項目 

   風向別出現頻度(16 方位及び静穏) 

 

表 3.17 気象の異常年検定（平成 21 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

（２）気象ブロックと代表気象の設定 

測定局の風向風速の類似性を検討して、類似と判断できる測定局を集めて地域をブロ

ック（以下、気象ブロックという。）に分類する。 

気象ブロック別の代表気象局を設定し、代表気象局の毎時の風向風速及び大気安定度

から季節・時間帯別の風向別・風速階級別・大気安定度別出現頻度のデータを作成した。

この出現頻度は年平均値予測シミュレーションモデルに適用できる拡散場の入力データ

になる。 

É 風向：有風時 16 方位及びカーム 

É 風速階級： 

  自動車発生源 

  0～0.9、1.0～1.9、2.0～2.9、3.0～3.9、4.0～5.9、6.0～7.9、8.0m/s 以上 

  自動車発生源以外 

  0～0.4、0.5～1.9、2.0～2.9、3.0～3.9、4.0～5.9、6.0～7.9、8.0m/s 以上 

É 大気安定度：11 分類 

なお、気象状況は高度によって異なることから、ここでは各種発生源の拡散場を考慮

して、表 3.18 に示す高度区分を設定した。 

（統計年:平成11～20年度）

平均風速 平均気温
日最高気
温の平均

日最低気
温の平均

平均湿度 日照時間
風向出現
頻度

大阪府(※1)

（大阪管区気象台）

注)棄却される場合は×、棄却されない場合は○で示す（１％危険率にて棄却）

○ ○○ ○ ○○○
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表 3.18 発生源別、高度区分 

高度区分 対 象 発 生 源 設定高度 

下層拡散場 
低煙突（50m 未満）の工場・事業場と一般家庭・群小、船
舶及びアイドリング時航空機に適用 

20ｍ 

中層拡散場 中層（50～100m）に位置する工場・事業場の煙突に適用 65ｍ 

上層拡散場 
上層（100m 以上）に位置する工場・事業場の煙突及び飛
行時の航空機に適用 

150ｍ 

地上拡散場 自動車、建設機械等 3ｍ 

 

ア 下層気象ブロックと代表気象 

下層の気象ブロックを作成するために、測定局間（一般局）の風向風速の類似性を

検討する。 

測定局間の類似性は、平成 21 年度における時刻別風向・風速観測結果から算出した

風ベクトルでの測定局間の相関係数を算出し、この相関係数を用いたクラスター分析

によって把握した。 

風ベクトル相関係数は、下式によって算出される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クラスター分析結果を樹状図として表現したものが図 3.13 である。 

図 3.13 は、横軸に測定局が並び、縦軸が相関係数を表している。2 測定局間の相関

係数が 0.9 以上でグループが形成されたとすると、次の測定局と最初の 2 局の相関係

数のうち、最も低い相関係数が 0.9 以上であれば、3 局は同じグループに入る、とい

うような方法でグループが形成されていく。それを図に示したものが樹状図である。 

樹状図を縦軸のある高さで切断すると、いくつかのグループができる。 

本調査では、0.80 で切断したことによってできたグループをもとに、地形等を考慮

して風向・風速の類似性からみた場合のブロックに分割した。 

ブロック内における代表気象局は、ブロック内測定局間の相関係数を確認し、相関

係数の高い測定局の中から選択した。図 3.14 に気象ブロック図（太線の範囲）と代表

気象局を示す。代表気象局の年間風配図は、図 3.15 に示すとおりである。 
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下層の気象ブロック代表気象の風速は、「窒素酸化物総量規制マニュアル[新版]」（公

害研究対策センター）に示される風速補正Ｐ値（表 3.19）を用い、表 3.18 の設定高

度での風速に補正して、予測モデルに入力した。 

 

表 3.19 風速補正 P 値 

大気安定度 A、AB B、BC C、CD D、E F、G 

Ｐ値 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル[新版]」（公害研究対策センター） 

  ＵＺ＝ＵＳ（Ｚ／ＺＳ）
Ｐ 

     ＵＺ ：風速推計高度ｚの風速（m/s） 

     ＵＳ ：下層代表気象局の風速（m/s） 

     Ｚ ：風速推計高度（m） 

     ＺＳ ：下層代表気象局の風速測定高さ（m） 

     Ｐ ：表 3.19 の値 

イ 中層・上層・地上気象ブロックと代表気象 

中層・上層・地上気象ブロックは下層気象ブロックと同じ分割とし、同じ代表気象

局とした。 

風速については、表 3.19 の風速補正Ｐ値を用いて表 3.18 の設定高度における風速

に補正して、予測モデルに入力した。 
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図 3.13 地上気象測定局の風ベクトル相関係数によるクラスター分析結果 

（大阪府、兵庫県） 
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図 3.14 下層気象ブロック（大阪府、兵庫県） 

<代表測定局> 

[大阪府]①南港中央公園、②国設大阪、③東大阪市旭町庁舎、 

④高石消防署高師浜出張所、⑤藤井寺市役所、⑥岸和田中央公園、⑦三日市公民館、 

⑧佐野中学校、⑨此花区役所、⑩聖賢小学校、⑪寝屋川市役所、⑫茨木市役所、 

⑬豊能町役場、⑭吹田市垂水、⑮池田市立南畑会館、 

[兵庫県]⑯伊丹市役所、⑰国設尼崎、⑱西宮市役所、⑲灘、⑳北神、○21長田、 

○22白川台、押部谷、○24播磨町役場、○25加古川市役所、○26西脇市役所、○27須磨、 

○28御国野、○29柏原、○30網干、○31太子町役場、○32林田、○33相生市役所、○34豊岡市役所、 

○35洲本市役所 
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図 3.15(1) 下層気象ブロック代表気象局における年間風配図（平成 21 年度・兵庫県） 
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図 3.15(2) 下層気象ブロック代表気象局における年間風配図（平成 21 年度・兵庫県） 
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（３）大気安定度別出現頻度 

代表気象局での風速と対象地域内の日射量・放射収支量観測データを用い、表 3.20

の原子力安全委員会の「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」（昭和 57 年）

の分類により大気安定度を作成した。 

代表気象局における大気安定度出現分布は図 3.16 に示すとおりである。 

 

表 3.20 大気安定度分類（原安協指針） 

Ｔ≧0.60
0.60＞Ｔ≧
0.30

0.30＞Ｔ≧
0.15 0.15＞Ｔ Ｑ≧-0.020

-0.020＞Ｑ
≧-0.040 -0.040＞Ｑ

Ｕ＜2 Ａ Ａ－Ｂ Ｂ Ｄ Ｄ Ｇ Ｇ
2≦Ｕ＜3 Ａ－Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ｄ Ｅ Ｆ
3≦Ｕ＜4 Ｂ Ｂ－Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｅ
4≦Ｕ＜6 Ｃ Ｃ－Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ
6≦Ｕ Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ

日射量（Ｔ）kW/m2
放射収支量（Ｑ）kW/m2

風速
(U)m/s

 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル[新版]」（公害研究対策センター） 

 



 37 

 

 

図 3.16 下層代表気象における大気安定度別出現頻度（平成 21 年度・兵庫県） 




